
16 フランス           French Republic      

 

<2002年> 

人口 6,123万人 （2002年） 財政会計年度 １月～12月

(日本の約１/２倍) 通貨制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 23,374ドル 通貨  ユーロ

産業構造(GDP構成比)　１次産業   3.1％ １米ドル＝1.06ユーロ

２次産業  26.5％ 面積 55.0万k㎡ (日本の約1.5倍)

３次産業  70.5％

(2002年）

 経済成長率
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 <フランス経済のこれまで>

 
＜2003年の経済＞ 

2003年の経済成長率は１％未満にとどまる見込みである（政府見通し0.5％、民間機関24社の

平均0.5％（2003年10月時点））。民間機関の見通しは、半年前（2003年４月時点1.4％）に比べ

て下方修正されている。世界経済の回復の遅れやユーロ高の影響により輸出の減少、設備投資

の減少が続いている。また、失業率の高まりや年金改革関連ストの影響等により、これまで経

済成長を支えてきた個人消費も弱含んでいる。アメリカ経済を始めとする世界経済回復の兆し

等、経済をめぐる環境は改善しており、年後半は緩やかに持ち直すと考えられる。 

 

＜2004年の経済見通し＞ 

2004年の経済成長率は、１％台後半となる見込みである（政府見通し1.7％、民間機関24社の

平均1.7％（2003年10月時点））。 

雇用環境の悪化が個人消費を伸び悩ませていることから、2004年度予算法案は経済成長と雇 

  

 



 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

92～01年 2002年 2003年 2004年
政府 ＩＭＦ 政府 ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 2.0 1.3 0.5 0.5 1.7 2.0
  個

 

 

 

人消費 同上 1.7 1.5 1.3 1.2 1.8 1.8 2003年
備投資 同上 2.7 ▲ 2.8 ▲ 2.4 ▲ 1.0 1.9 2.4 平均 0.5

鉱工業生産 同上 1.8 ▲ 1.0 － － － － 最大 0.9
費者物価 同上 1.6 1.9 2.0 1.9 1.8 1.7 最小 0.2
業率 ％ 11.0 9.0 － 9.5 － 9.7
経常収支 億ユーロ 193 283 － － － － 2004年

(ＧＤＰ比) ％ ( 1.5) ( 1.9) － 1.2 － 1.6 平均 1.7
財政収支 億ユーロ － ▲ 472 ▲ 446 - ▲ 555 - 最大 2.0
(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 3.5) (▲ 3.1) (▲ 4.0) (▲ 4.0) (▲ 3.6) (▲ 3.5) 最小 0.9
府債務残高 億ユーロ － 8,966 － － － －

(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 53.5) ( 59.0) ( 61.4) ( 61.3) ( 62.8) ( 62.9)

 フランス国立統計経済研究所（INSEE）、欧州委員会等。政府見通しは2004年度予算資料(2003年９月）による。

（備考）1. ＩＭＦは"Ｗｏｒｌｄ　Economic Outlook"(2003年９月)による。財政収支および政府債務残高はＩＭＦ"International
（備考）1. Financial Statistics "(2003年10月)及び、欧州委員会による。

（備考）2. ＩＭＦ見通しのうち、設備投資は固定投資の数値。

フランスの主要経済指標

民間機関

実質GDP

（24社）
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用の確保を優先させる内容となっている。「５年間で100万件の企業設立」はシラク大統領の選

挙公約（2002年）の一つであるが、2003年７月には企業設立手続きの簡素化や優遇税制措置を

通じた中小企業への投資促進策を盛り込んだ起業家支援法案が成立し、企業設立の増加による

雇用創出が期待される。また、景気の減速が続く中、2004年度予算案には、景気刺激を目的と

して税負担を３％軽減する所得税減税や、社会保障負担軽減措置等が盛り込まれており、個人

消費の回復が期待される。さらに、アメリカ経済の回復が、主要な輸出相手先であるＥＵ域内

の景気回復を加速させることによる需要の増加が成長を支える要因として挙げられる。 

下方リスクとしては、アメリカの経常収支赤字拡大等を背景としたユーロ高の加速や、世界

経済の回復の遅れによる輸出の減少、企業景況感のさらなる悪化による設備投資の回復の遅れ

が挙げられる。また、失業率の高まり等が消費者マインドに悪影響を与え消費を抑制する可能

性等が挙げられる。 

 

＜財政政策の動向＞ 

景気減速が続く中、税収の大幅な落ち込みから財政状況は悪化している。財政赤字（対ＧＤ

Ｐ比）は2002年に3.1％となり「安定と成長の協定」で定める３％の上限を超えたため、ポルト

ガル、ドイツに次いで、2003年６月には欧州経済財務相理事会により４か月以内に有効な対策

を採るよう勧告を受けた。しかし、９月に公表された2004年度予算案における財政見通しは、

2003年に4.0％、2004年に3.6％の赤字が見込まれており、３年連続で上限を超過する見通しと

なっている。ただし政府は、2003年から2004年にかけて構造的財政赤字を0.7％削減するとして

おり、2005年には財政赤字は３％以下に抑えられる（2.9％）としている。また、2004年度予算

案には、歳出抑制のための公務員数の削減（5,000人程度）や、ディーゼル燃料に係る石油製品

税の増税も盛り込まれている。 

今後、経済財務相理事会においてフランスに対し必要な措置を講じるよう求める「通告」が

協議される予定となっている。しかし、厳しい経済状況を考慮して、構造的財政赤字のさらな

る削減等を条件に2004年の上限超過は容認され、制裁措置の適用は先送りされる可能性がある。 
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